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１．LCS-RNet の概要 

（１）経緯 

LCS-RNet は、2008 年 5 月の G8 環境大臣会合（神戸：5月 24‐26 日）において我が国の

提案により設立が合意されたものである。それぞれ自国の低炭素社会を実現するための研

究を行っている、各国を代表する研究機関（注１）により 2009 年 4 月に正式に立ち上げられ、

同月に開催された G8 環境大臣会合において、今後 LCS-RNet の活動成果を G8 環境大臣会合

に定期的に報告していくよう求められた。2009 年 10 月には第 1 回年次会合がイタリアの

ボローニャにて、2010 年 9 月には第２回年次会合がドイツのベルリンにて開催された。 

注１：現時点での参加国・機関は、我が国のほか、フランス（環境・開発国際研究所（CIRED））、

イタリア（新技術・エネルギー環境庁（ENEA））、韓国（国立環境研究院（NIER））、イギリス（英国

平成 23 年 10 月 24 日（月） 

環境省地球環境局総務課研究調査室 
直通：03-5521-8247 
代表：03-3581-3351 

 室 長：松澤 裕  （内線 6730）  

 補 佐：佐々木 緑 （内線 6731） 

 担 当：小早川 鮎子（内線 6733） 

「低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet：The International Research 

Network for Low-Carbon Societies）」の第 3回年次会合が 10 月 13－14 日にフラ

ンスのパリにおいて開催されました。 

本会合には、13 カ国 34 研究機関 6国際機関から合計 68 名が出席しました。我が

国からは、LCS-RNet 政府窓口である環境省、日本国代表研究機関である（独）国立

環境研究所、（財）地球環境戦略研究機関（LCS-RNet 事務局）が出席しました。本

会合では、低炭素社会の実現に向けたパラダイムシフトへの挑戦として、これまで

の低炭素社会関連研究成果を踏まえ、社会制度、行動様式および技術システムの革

新的な転換を行なうための政策設計と、社会的、資金的支援を促進するために必要

なものは何かについて議論が行われました。 

今回の成果は、気候変動枠組条約第 17 回締約国会議（COP17）のサイドイベント

及び 11 月にフランスで開催される G20 会合、来年度の G8 環境大臣会合にて報告さ

れる予定です。 
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エネルギー研究センター（UKERC））、ドイツ（ヴッパタール気候・環境・エネルギー研究所（WI））、

インド（インド経営研究大学アーメダバード校（IIMA））の 7カ国からの 16 研究機関である。 

 

（２）目的 

① G8 や気候変動枠組条約締約国会議などの気候政策の意思決定プロセスへの科学的 

知見の提供 

② 低炭素社会研究の推進及び様々な研究に関する情報交換 

③ 政策決定者や NGO、市民らと研究者の対話の推進 

 

２．第３回年次会合概要 

共催：エコロジー･エネルギー・持続可能開発・海洋省および環境・開発国際研究所

(CIRED) 

協力：環境エネルギー管理庁(ADEME) 

日程：平成 23 年 10 月 13 日（木）－14 日（金） 

開催場所：パリ（フランス） 

 

（１）プログラム概要 

今回の会合では、 

① パラダイムシフト：気候変動への挑戦とグリーン成長（セッション１） 
② 炭素排出と経済成長のデカップリング実現のための制度および技術システムの革新
的な転換（セッション２） 

③ 都市におけるエネルギー効率、低炭素開発パターンと生活様式の変化（セッション
３） 

等に関するパネルセッションが設けられた。 

 

（２）主な成果 

  本会合にはヨーロッパ、米国、カナダ、ロシア、中国、インド、ブラジル、日本等 13

カ国の研究機関や政策決定者、6国際機関等 68 名が参加した。主な成果の概要は以下の

通りである。 

 

① 現代社会が包含する課題 
今回の会合に参加した科学者は、カンクーン合意によって示唆された「パラダイム

シフト」のさまざまな面について議論を行った。科学者たちは、債務危機による先

進国の経済不況のリスク、新興国の台頭、また、途上国における貧困問題への対応

を踏まえ、気候政策に関する国際交渉のスピードがこうした実情に比して遅すぎる

こと、また、結論を先延ばしにすることは問題をさらに長引かせてしまうことを認

識している。 

② 短期的な対応と長期的な政策決定 
この課題に対応するため、科学者たちは、グリーン成長によって牽引される経済回

復に裏打ちされた貧困の撲滅、雇用の創出、福祉の保障、また、持続可能な発展の

実現といった短期的な要求に応えつつ、将来において低炭素社会への移行を実現す

るために必要な気候政策を如何にデザインするかについて議論を行った。 
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③ 炭素集約的な開発経路がもたらすエネルギー資源問題 
既存のシナリオは、何らかの気候政策を取らなければ、人類は炭素集約的な開発路

線にロックインしてしまい、工業国は資本ストックのターンオーバーを減速化し、

一方で新興経済国は後に代替困難なインフラを作ってしまうことを示している。こ

れは、気候変動に関する問題以上に、国を跨いで存在するエネルギー資源について

の緊張を悪化させる可能性を孕んでいる。 

④ 炭素フリーエネルギーによるマルチベネフィット 
長期予測モデルによる研究は、エネルギー供給における炭素フリーへの代替案（炭

素隔離を含む）が、技術的性能、経済的継続性、および環境健全さといった観点か

ら気候変動とその他の環境問題、社会的要請に対する転換への道筋を定義すること

に役立っていることを示している。 

⑤ 炭素フリーエネルギーの普及とエネルギー強度の低減の関係 
炭素フリーのエネルギーの普及速度の不確実性を考慮すると、エネルギー効率の改

善と効率的利用、技術的及び社会的革新によるエネルギー強度を低減する産業構造

の転換、ライフスタイルの変化が必要である。 

⑥ 都市・運輸政策等とエネルギー政策の統合的検討 
エネルギー及び都市、生産と消費という観点からだけでなく、食糧生産とバイオマ

スエネルギーの供給といった土地利用の変化にも焦点が当てられてきているという

事実を踏まえ、都市政策、運輸政策と農業政策といった広い視野を持ったエネルギ

ー政策が必要である。 

⑦ ドライバーとしての多角的な政策パッケージ 
社会的、技術的革新の推進力に関する研究として、多角的な政策手段（炭素税、炭

素市場、基準、R&D、電力市場の改革、都市および土地利用政策、化石燃料に対する

補助金の削減）、長期的視野での転換、国内の失業、負債および資源分配といった

直面する問題に対応するための短期的変遷を実現するための政策パッケージの設計

が必要である。 

⑧ 「グリーン成長」経路 
「グリーン成長」の基本的な考えは、低炭素を技術革新の最前線、よりよい持続可

能な開発パターンと生活様式を実現するための原動力として捉え、目指していくこ

とである。先進国における課題は、既存のインフラストラクチャーの改変を促すこ

とであり、一方で途上国においては、新エネルギー、交通、建設インフラを充実さ

せていくことが挙げられる。 

⑨ 炭素価値の認識と気候変動投資 
気候変動の資金メカニズムに関するこれまでの多くの経験と提案は、カンクーン合

意で示唆されたパラダイムシフトを実現するには、国民が炭素価値を認識し、気候

変動資金の効果を向上させる必要があることを示している。それにより、気候変動

資金は世界中に気候にやさしい投資の波を起こし、また、国際的資金システムを展

開させる議論に積極的に貢献できる。  

⑩ 国の内外における革新的な資金措置 
資金フローやインセンティブは、国及びセクター別の政策パッケージにより強化さ

れる。国内政策パッケージと国際的協定の一つの重要な題目の一つは、産業界や地

方公共団体（町や地域）が気候にやさしい技術やインフラストラクチャーに投資す
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るために特定リスクを低減することである。炭素価格と共に、セクター別に合わせ

た財政手段も必要となる（例えば、再生可能エネルギー資金、エネルギー効率の資

金など）。 

⑪ 低炭素発展経路の実現と投資パターンの変革 
新興国および途上国の経済が、エネルギー集約的なロックインに陥ることを避ける

ため、インフラストラクチャー（住居、交通、エネルギー、廃棄物処理）への現在

の投資パターンを再調整できるような何らかの構造的な枠組みが必要である。  

⑫ 国際的協定 
技術を普及させ、効率性向上を達成するためには、国内の気候変動及び開発政策の

促進に加え、国際的競争における歪みを緩和する国際的協定が必要である。このよ

うな国際的協定は地域的なスケールで達成可能ではあるが、世界規模でのポスト京

都の気候枠組みを締め出すようなものとして考えるべきではない。 

 

（３）日本の貢献 

① 西岡秀三 IGES 研究顧問は、日本の低炭素社会研究による政策支援状況を説明すると
とともに、LCS-RNet 事務局長として本会合を組織化し実りある会合に導いた。 

② 国立環境研究所甲斐沼美紀子温暖化対策評価研究室長は、カナダ、米国、中国、ロ
シアの低炭素モデルの研究者が参加した「国内気候政策を促進する要因となる国際

協定について」という題目の議長を務め、議論をリードした。 

③ 須藤智徳アフリカ開発銀行民間セクタースペシャリスト、国際協力機構専門家は、
途上国の発展過程において高炭素強度による固定化を防ぐために必要なインフラ対

策の課題について発表を行なった。 

④ 地球環境戦略研究機関明日香壽川気候変動グループ・ディレクターは、フクシマ後
の日本のエネルギー・気候政策の変遷についてのプレゼンテーションを行った。 

⑤ 東京都環境局都市地球環境部国際環境協力課鈴木研二課長は、都市におけるインフ
ラ及び建築セクターにおける CO2 削減の先進的な取組として、東京都の排出量取引

及び東京都建築物環境計画書制度に関する活動を紹介した。 

⑥ 環境省大臣官房梶原成元審議官は、LCS-RNet 年次会合一日目の総まとめとなるラウ
ンドテーブルのパネリストとして、日本の温暖化対策（基本法とロードマップ、二

国間クレジット）を紹介するとともに、ダーバンに向けた展望に関するディスカッ

ションを行なった。 

⑦ 環境省地球環境局研究調査室佐々木緑室長補佐は、低炭素社会に向けた政策手法と
行動変化について討議する最終セッションに登壇し、日本がアジアの途上国で実施

してきた低炭素発展研究の基盤形成に向けた取組みを紹介した。また、その後の討

議にて、そろそろ G20を視野に入れて積極的に低炭素発展研究の基盤を途上国にお
いて形成するための協力を考えて行く時期に来ていることを指摘した。 

 

３．今後の予定 

 来年度も年次会合を開催する予定。開催国は現在検討中。 
 平成 21 年度以来重ねてきた研究者会合や政策決定者との対話などを通じて集積し
た知見を IPCC 第五次評価報告書へインプットすること等を目指し、低炭素社会研

究に関するジャーナルの特集版を平成 24 年度に出版の予定。 
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４．添付資料 

別添資料１：会合プログラム 

別添資料２：会合参加機関リスト 

 

５．関連 Web ページ 

低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）ホームページ 

http://lcs-rnet.org/index.html 
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別添資料１：会合プログラム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Third Researchers Meeting 
International Research Network for Low‐Carbon Societies 
Collège des Bernardins, 20 rue de Poissy, 75005 Paris 

  October 13th‐14th 2011 
 

Conference Concept 

Transition towards low carbon societies in a changing world 
 

Subject: Science, Policy and Society for Low Carbon Development Pathways 
 
 

International negotiations on climate policies for beyond 2012 seem to take place  in an untimely context: 
financial crisis since 2008, new challenges for world economic globalization in a context of rise of emerging 
countries, tensions on oil markets. At the same moment, postponing climate policies is dangerous because 
emerging  economies will  build  the  bulk  of  their  infrastructures  in  the  two  or  three  following  decades, 
embarking thus in a bifurcation towards carbon intensive development paths. 
 
On behalf of Rio  +20  conference,  this  context  explains  the urgency of  the « paradigm  shift » of  climate 
policies demanded by the Cancun agreements. The primary objective of the workshop  is thus to examine 
how, instead of being framed in terms of burden sharing, these policies should be designed so as to “offer 
substantial opportunities and ensure continued high growth and sustainable development”. 
 
The workshop will allow for an open exchange of views about the many facets of these opportunities and 
how to launch a long run transition towards a low carbon society by a) responding the short term demands 
for poverty alleviation (primarily  in developing countries) and for  jobs and the protection of high  levels of 
income  and welfare  benefits  in  developed  countries  b)  alleviating  the  geopolitical  tensions  due  to  the 
rebalancing of  the world economic equilibrium.  Its originality will be  first  to  link  the  reflection about  the 
decarbonation of energy systems  to security  issues  (energy and  food security, climate migrations) and  to 
issues related to the evolution of globalization of world markets and of the  international financial system. 
Second it will consider the low carbon objective as a frontier for technological innovation and leverage for 
the emergence of more sustainable development patterns and lifestyles. 
 
To  fulfill  these objectives  it will be  given  room  for  a  significant participation of our  colleagues  from  the 
BRICS. Doing so, it will contribute to the Innovation and Greengrowth topic of the G8. 
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Day 1, October 13th 2011 
 

Climatic challenge and ‘green growth’: what «paradigm shift »? 

This first session will aim at discussing how the components of the “paradigm shift” that has been called for at 
the Cancun Conference, are perceived in different regions of the world. The session will point out the conditions 
for conciliating the objective of reducing climate risks with sustainable development and social objectives  in a 
context of global changes in world economic and political balances. 

 

14.00: Welcome and Opening 
Welcome address by Mr Jean‐Charles Hourcade (President of LCS‐RNet).
 
Opening by Mrs Nathalie Kociusko‐Morizet (French Minister of Ecology, Sustainable Development, Transport and 
Housing). (to be confirmed) 

14.30: Plenary Session 1.1 
Chair/rapporteur : Shuzo NISHIOKA (NIES, Japan, chair) and Jean Charles HOURCADE (CIRED, France, rapporteur)
 

o Perspectives over the Gordian Knot climate – development 
  by Zou JI   (Renmin University of China) 
 

o Climate finance and “green growth”   
by Marianne FAY (World Bank) 
 

o Climate policies, world security and other dimensions of world governance 
  by Jim SKEA (UKERC, UK) 

16.00: Coffee break   
16.15: Parallel Sessions 1.2 

Session 1.2.1: What international 
arrangements to leverage 
domestic climate policies? 
Chair/rapporteur : 
‐Mikiko KAINUMA (NIES, Japan, 
chair) 
‐Emmanuel GUERIN (IDDRI, France, 
rapporteur) 
Speakers :   
‐Erik  HAITES  (Margaree 
Consultants Inc., Canada) 
‐Tom HELLER  (Stanford University, 
USA) 
‐Jiang KEJUNG    (ERI, China) 
‐Igor BASHMAKOV (CENEF, Russia) 

Session 1.2.2: Climate finance, 
lessons learnt and prospects 
 
Chair/rapporteur : 
‐Carlo CARRARO (FEEM, Italy, 
chair) 
‐Baptiste PERISSIN‐FABERT (CIRED, 
France) 
Speakers :   
‐Wolfgang STERK (WI, Germany)   
‐Derek BUNN    (LSE, UK) 
‐Sylvie LEMMET (UNEP‐DTIE) 
‐Ivan ZELENKO (World Bank) 
 

Session  1.2.3:  Climate  policies, 
economic  globalization  and  trade: 
tensions and opportunities 
Chair/rapporteur : 
‐Zou JI (Remin University of China, 
chair) 
‐Neil  STRACHAN  (UCL,  UK, 
rapporteur) 
Speakers :   
‐Rob DELLINK (OECD) 
‐Daniela PALMA (ENEA, Italy) 
-Fabio EBOLI (FEEM, Italy) 
‐Dimitri ZENGHELIS (LSE, UK) 

17.30‐18.30 Round Table 1.3 
Visions of Durban (visions of experts)

‐Laurence TUBIANA (IDDRI, France) 
‐Marianna FAY    (World Bank) 
‐Emilio la ROVERE (COPPE, Brazil) 
‐Shigemoto KAJIHARA (Ministry of the Environment, Japan) 

19.30: Welcome at the Musée d’Orsay and visit of the museum (“Entrée B”, Seine side, 1 rue de la Légion 
d’Honneur, 75007 PARIS) 

20.45:    Welcome at the social dinner at the Musée d’Orsay (“Entrée C”, 1 rue de la Légion d’Honneur, 
75007 PARIS) 

LCS-RNet 3rd Annual 
Conference – Paris 
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Day 2, October 14th 2011 (morning) 
 

Conditions of a major shift in innovation patterns and technical systems 

This  second  session will deal with  institutional and  technical conditions  for decoupling carbon emissions with 
economic  growth.  Special  focus will be  given  to  the  link between  long  term objectives  and  short/mid  terms 
issues that may arise during the transition process. The originality of that session will consist of distinguishing 
the situation of developed countries which essentially need to trigger mutations within existing systems,  from 
the situation of developing countries which are going to build the bulk of their infrastructure within the two next 
decades and are confronted with a risk of lock‐in in carbon intensive path of growth. 
 

9.00: Plenary Session 2.1 
Chair/rapporteur : Ottmar EDENHOFER (PIK, Germany chair) and Dominique Finon (CIRED, France, rapporteur)

 
o Lessons  from  long  run  energy models  about  the decarbonation of  energy  systems  in developed 

countries: timing, policies and technical change 
By Nebojsa NAKICENOVIC (IIASA) 
 

o Drivers of  infrastructure dynamics  (transport, housing, energy), how  to prevent carbon  intensive 
lock‐in in developing countries? 
By Tomonori SUDO (ADB) 
 

o Institutional and policy  tools  to overcome barriers  to  carbon  saving  technical  change  (economic 
tools, standards, R&D, regulation of electricity markets) 
By Massimo TAVONI    (FEEM, Italy) 

10.30: coffee break   

11.00: Parallel Sessions 2.2   
Session 2.2.1: What technological 
mix in a controversial world? 
 
 
 
Chair/rapporteur : 
‐Niels SHULZ (IIASA, chair) 
‐Christophe CASSEN (CIRED, 
France) 
Speakers :   
‐Jusen ASUKA (IGES, Japan) 
‐Goran    STRBAC (Imperial College, 
UK) 
‐Nadia MAIZI (Mines ParisTech, 
France) 
‐Ottmar EDENHOFER (PIK, 
Germany) 

Session 2.2.2: The specifics of 
technical change in infrastructure 
sectors 
 
 
Chair/rapporteur : 
‐Shobakhar DHAKAL (IGBP/HDP, 
Japan) 
 
Speakers :   
‐Peter VIEBAHN (WI, Germany ) 
‐Franck LECOCQ (CIRED, France) 
‐Feng LIU    (World Bank) 
‐Kenji  SUZUKI  (Tokyo  Metropolis, 
Japan) 
 

Session  2.2.3:  Industry,  innovation 
and  investment  risks  in  alternative 
technologies:  differences  and 
commonalities  between  sectors  and 
countries 
Chair/rapporteur : 
‐Dominique BUREAU (MEDDTL, 
France, chair) 
‐Christina HOOD (IEA, rapporteur) 
 
 
Speakers :   
‐Sophie JABLONSKI‐MOC (EIB) 
‐Dominique FINON (CIRED, France) 
‐Philippe QUIRION (CIRED, France) 
‐Peter DROEGE (Eurosolar, Germany) 
 

 

12.30: Lunch at the Collège des Bernardins 
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Day 2, October 14th 2011 (afternoon) 
 

Low carbon development patterns and lifestyles 

 
This  third session will address  the dynamic of  the demand  for a shift  toward  low‐carbon societies.  It will also 
discuss the concept of energy efficiency with a special focus on cities and mobility.   
 
 

13.45: Plenary Session 3.1 
Chair/rapporteur : Frédéric de CONINCK (Ponts Paristech, France, chair) and Nadia MAIZI (Mines ParisTech, 

rapporteur) 
 

o Energy  efficiency  and  beyond:  low  energy  intensive  structural  change  to  win  the  race  against 
climate irreversibility given the limits in the supply‐side responses 
By Stefan LECHTENBÖHMER (WI, Germany) 
 

o Sustainable cities and low carbon societies in developed countries 
  By Eric VIDALENC (Ademe, France) and Nathalie ETAHIRI (MEDDTL‐CGDD, France) 
   

o Urban dynamics, mobility and consumption styles: the rationale for a “leapfrogging” in developing 
and emerging economies 
By  Priyadarshi  SHUKLA  (Institute  of  Management,  India)  and  Prasson  AGARWAL  (Institute  of 
Management, India /IEA) 
 

15.00: coffee break   
15.30: Parallel Sessions 3.2   

Session 3.2.1 : Sharing experiences 
in  the  promotion  of  energy 
efficiency  and  of  the 
‘dematerialization’  of  the 
economies 
 
Chair/rapporteur : 
‐Sergio  la  MOTTA  (ENEA,  Italy, 
chair) 
‐Eric  VIDALENC  (Ademe,  France, 
rapporteur) 
Speakers :   
‐Neil STRACHAN (UCL, UK) 
‐Giampaolo  VALENTINI  (ENEA, 
Italy) 
‐Gjalt  HUPPES  (CML,  Leiden 
University, Netherland) 
‐John REILLY(MIT, USA) 
 

Session 3.2.2: Domestic and 
international drivers of urban 
dynamics 
 
 
 
Chair/rapporteur : 
‐Fabio GRAZI (AFD, France, chair) 
‐Tomonori SUDO (ADB, rapporteur)
 
 
Speakers :   
‐Henri WAISMAN (CIRED, France) 
‐Donatella SPANO (CMCC, Italy) 
‐Wu LIBO (Fudan University, China)
‐Niels SHULZ (IIASA) 
 

Session 3.2.3: Behavioral changes and 
life‐styles; what drivers? Who 
governs what? 
 
 
 
Chair/rapporteur : 
‐Maria WELFENS & Joanne WADE 
(WI, Germany, co‐chair) 
‐Julia NORDMANN (WI, Germany, 
rapporteur) 
Speakers :   
‐Shobakhar DHAKAL (IGBP/HDP, 
Japan) 
‐Maria WELFENS (WI, Germany) 
‐Joanne WADE (University of Surrey, 
UK) 
‐Bruno DORIN (CIRAD, France) 
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Day 2, October 14th 2011 (afternoon) 
 
 

Final Session (16.45‐18.00) 
 
Chair: Christian EGENHOFER (CEPS) 
 
Summing up the main policy messages: Jean Charles HOURCADE (CIRED, France) and Mikiko KAINUMA (NIES, 
Japan) 
 
Keynote speech by Mrs Dominique DRON (MEDDTL‐CGDD, France) 
 

Policymakers Round Table 
Rationale for a low‐carbon society: timing policy tools and behavior changes 

 
‐John REILLY (MIT, USA) 
‐Christian EGENHOFER (CEPS) 
‐Pierre‐Franck CHEVET (MEDDTL‐DGEC, France) 
‐Midori SASAKI (Ministry of the Environment, Japan) 
-Paul WATKINSON (MEDDTL, France) 
‐Franck JESUS (Ademe, France) 

Farewell messages by Jean‐Charles HOURCADE (CIRED, France) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

What is the Low Carbon Society Research Network?
 
The LCS‐RNet (International Research Network for Low Carbon Societies: www.lcs‐rnet.net) is a knowledge 
sharing platform of researchers who are deeply involved in policy making process. Through the discussions 
amongst  the world’s  leading  researchers and active policy‐makers, key  findings and  far‐sighted  research 
needs are identified, and the updated information and research results are shared.   
 
As  recognition of  the need  for  countries  to develop  their own visions  towards  low‐carbon  societies, G8 
Environment  Ministers  supported  the  proposal  from  Japan  to  establish  the  LCS‐RNet  at  the  G8 
Environmental Ministers Meeting  (G8EMM)  in  Kobe,  Japan,  in May  2008.  Through  the  proposal,  the 
LCS‐RNet was established at the G8EMM in Syracuse, Italy, in April 2009, and requested to report back its 
outcomes periodically to G8. 
 
Currently 16 research  institutes from 7 countries constitute this network as well as governmental contact 
points. The secretariat located in the Institute for Global Environmental Strategies (IGES) with the support 
from the Ministry of the Environment, Japan. Participation  in the LCS‐RNet  is open while the orientation 
and management of the LCS‐RNet is guided by the steering group consisting of research institutes. 

LCS-RNet 3rd Annual 
Conference – Paris 

資料１－２【別紙】

10



別添資料２：会合参加機関リスト 

 

 

＜LCS‐Rnet参加国・機関＞
＜政府機関＞

No. 国 機関名

1 Japan 環境省*
2 France Ministry of Ecology, Sustainable Development, Transport and Housing (MEDDTL)*
3 France French Development Agency (AFD)
＜研究機関、NGO、大学、企業：先進国＞
No. 国 機関名

4 Austria International  Institute for Applied Systems  Analysis  (IIASA)
5 Canada Margaree Consultants
6 France Agricultural  Research for Development (CIRAD)
7 France French Environment and Energy Management Agency (ADEM)
8 France Global  Center for Development and Democracy (CGDD)
9 France Institute for Sustainable Development and International  Relations  (IDDRI)
10 France International  research center on environment and development  (CIRED)*
11 France Mines  de Paris, Mines  ParisTech
12 France Ponts  Paris  Tech
13 Germany Eurosolar
14 Germany Potsdam Institute for Climate Impact Research (PIK)
15 Germany Wuppertal  Institute for Climate, Environment and Energy (WI)*
16 Italy Fondazione Eni  Enrico Mattei  (FEEM)
17 Italy Ital ian National  Agency for New technologies, Energy and Sustainable Economic Development

(ENEA)*
18 Italy University of Venice
19 Japan 大妻大学

20 Japan （独）国立環境研究所*
21 Japan （財）地球環境戦略研究機関（LCS‐Rnet事務局）*
22 Japan 東京都庁

23 Russia Center for Energy Efficiency (CENEf)
24 The Netherlands Leiden University
25 UK Imperial College
26 UK London Business School
27 UK London School of Economics (LSE)
28 UK United Kingdom Energy Research Centre (UKERC)*
29 UK University College London (UCL)
30 UK University of Surrey
31 USA Climate Policy initiative
32 USA Massachusetts Institute of Technology (MIT)
＜研究機関、NGO、大学、企業：途上国＞
No. 国 機関名

33 Brazil Federal  University of Rio de Janeiro
34 China Energy Research Institute
35 China Fudan University
36 China Renmin University of China/WRI Beijing
37 India Indian Institute of Management Ahmedabad*
＜国際機関＞

No. 国際機関名（略称） 機関名

38 ADｆB African Development Bank
39 EIB European Investment Bank
40 IEA International Energy Agency 
41 OECD Organisation for Economic Co‐operation and Development
42 UNEP‐DTIE United Nations Environment Programme Environment for Developmen, Division of

Technology, Industry and Economics
43 WB World Bank
*はLCS‐RNet登録研究機関及び政府窓口である
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